
 

5-1 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

5 相馬市 
広域的な事業者とのマッチングによる移転元地の利活用の

推進 

 
 
 
 

所 在 地： 福島県相馬市 

主な用途： 商業・業務等 

■ 位置図 
 
 
 

 

 

１．目的と背景 

広域的な事業者を対象とした、尾浜地区の利活用ニーズの把
握や立地可能性のある業種に対するアプローチ手法を検討 
 尾浜地区の未利用地は、過年度の第１弾公募（令和 4

年 2 月～4 月）により４区画の利用候補者が決定した
ものの、今年度の第２弾公募（令和 6 年 4 月～5 月）
では利用候補者決定に至らなかった。 

 尾浜こども公園や海水浴場、浜の駅松川浦に近い場所
であることから、市民・観光客が集まる賑わいのある
エリアを目指している。 

 市内向けに行ってきた公募経緯を踏まえ、市外・県外
の事業者を対象に当該土地の利用価値やニーズを把
握しつつ、ターゲットとする業種に対してより効果的
な周知を行い、土地活用のマッチングにつなげたい。 

 
 
 

① 市外・県外の事業者へのアンケート調査結果を踏まえ、市内事業者等も含めたアプローチに転換 
② サイクリング・トレイル関連施策連携等の地域特性を活かした土地活用の可能性を検討 
③ 商工会議所の協力を得て市内事業者を対象に広く情報発信を実施 

＜今後の方向性＞ 
 情報発信チラシの各所への設置や配布等、効果的な活用方法の検討・実施。 
 近隣事業者や市内関係機関等への情報発信・ヒアリングによるニーズ掘り起こし。 
 サイクリング・トレイル関連の土地活用の可能性検討のため、他自治体関連施設や事業者等への視察やヒ

アリング実施等によるニーズ掘り起こし。 
 別地区の防災集団移転跡地や災害危険区域内市有地についても利用者募集を検討。 

＜今年度（令和６年度）の取組成果＞ 
 ターゲット業種を選定し、市外・県外事業者を対象に約 1,300社へアンケート調査を実施した結果、市

内事業者等も含めた利活用方針に転換。 
 ターゲット業種の立地可能性やニーズを整理し、活用可能性の発掘と取組方針を明確化。 
 情報発信チラシを作成し、商工会議所との情報共有を図り、市内事業者へ広く配布。 

ポイント 

画像キャプション 

 

尾浜地区 募集対象土地（第 2 弾：赤枠の区画） 対象土地の現況 
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２．取組にあたっての課題 

第１弾公募においては、４区画で利用者の決定に至ったが、第２弾公募の対象土地においては以

下の課題があり、マッチングに向けた更なる工夫や取組が必要。 

 第１弾公募において、市内事業者による土地利用には対応したと考えられ、第２弾公募で土地の利活
用を促すには、市外・県外への広域的な周知が必要 

 第２弾公募の対象地は、傾斜や残存物等がある土地が含まれているほか、主要道路沿いではない等の
懸念事項があり、店舗等の事業者ニーズと合っているか把握が必要 

３．今年度の取組項目 

多方面への情報発信により土地活用希望者が出てくることを期待し、以下の取組を実施。 

Ⅰ 調査方針の検討、ニーズの把握 

 ターゲット業種と調査方法を検討し、市外・県外ニーズを把握するためのアンケート調査を実施 

Ⅱ アンケート結果を受けた利活用方針の再検討 

 アンケート結果を踏まえターゲットとアプローチ手法、対象土地における活用可能性を再検討 

Ⅲ 市内関係機関へのヒアリング及び市内事業者への情報発信 

 市内関係機関との意見交換の実施、情報発信チラシを作成し市内事業者に配布 

４．取組経過や主な調整プロセス 

６～７月 市の目指す利活用の方向性及びターゲット業種の検討 
► 立地特性や周辺環境との関係性等も踏まえ、調査方法やアプローチす

る業種等の方向性を検討。 

８～11月 市外・県外事業者への情報発信・調査を実施 
調査結果を受けアプローチの方向性を変更 

► 尾浜地区の公募は、令和 6 年 8 月から常時募集に移行。 

► 本社が仙台市・福島市にある飲食店、小売業、各種サービス業などの

事業者約 1,300 社を抽出し、10 月に対象土地の利用希望に関するアン

ケート調査票を送付。※p5-4 図１参照 

► アンケート結果により、当該土地への移転・進出ニーズが極めて低い

ことを把握、市内事業者も含めた再アプローチを検討。 

► 土地活用の可能性を再検討し地域特性を活かしたサイクリング等の利

活用のアイデアを発掘。（尾浜地区は、トレイルルート「みちのく潮

風トレイル」の起終点である他、各種サイクリングルートにも指定） 

12～２月 サイクリング・トレイル関連の活用可能性を深掘りしつつ、市内
関係機関へのヒアリングや商工会議所を通じた市内事業者へ
の情報発信により、広く土地活用の可能性を模索 

► 「みちのく潮風トレイル」を運営する環境省や関連イベントを実施し

ている市観光協会へヒアリングを実施し、サイクリング・トレイル関

連の利活用の可能性について検討。 

► 市内関係機関（商工会議所、「尾浜こども公園」指定管理者）へヒア

リングを実施し、市内事業者による活用可能性や、対象エリアの利活

用用途のニーズについて意見交換を実施。 

► 土地利用者募集の情報発信チラシを作成し、商工会議所を通

じて市内事業者に対し約 1,300 枚を配布。※p5-4 図２参照 

► 来年度以降の取組方針について整理。 

 

ポイント① 
市外・県外の事業
者へのアンケート調
査結果を踏まえ、市
内事業者等も含め
たアプローチに転換 

ポイント② 
サイクリング・トレイ
ル関連施策連携等
の地域特性を活か
した土地活用の可
能性を検討 

ポイント③ 
商工会議所の協力
を得て市内事業者
を対象に広く情報発
信を実施 
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■  実施体制 

相馬市企画政策課が主体となり、庁内関係部署と連携して実施 

 企画政策課が主体となり、関係各部署と庁内調整を実施。 

実施主体： 

 相馬市企画政策課（全体とりまとめ） 

連携部署： 

 相馬市都市整備課 

専門業者の業務支援： 

 （株）RPI（専門的知見によるニーズ調査や検討支援等をハンズオン支援業務により実施） 

 

■ 取組工程 
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■ 取組成果や重要な検討資料等 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１ 市外・県外のターゲット業種に送付したアンケート調査票 

図２ 土地利用者募集の情報発信チラシ 
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５．今年度の取組成果 

成果１ ターゲット業種を選定し、市外・県外事業者を対象に約 1,300社へアンケート調査を実施した結
果、市内事業者等も含めた利活用方針に転換 

► 市が目指す土地活用の方向性から、ターゲット業種へのアプローチ方策を検討し、市外・

県外の事業者へニーズ把握と情報発信を兼ねたアンケート調査を実施した。 

► 当該土地への市外からの移転・進出ニーズが極めて低いことを踏まえ、市内事業者もター

ゲットにしたアプローチに転換した。 

成果２ ターゲット業種の立地可能性やニーズを整理し、活用可能性の発掘と取組方針を明確化 
► 今後の取組方針として、サイクリング・トレイル関連の利活用といった可能性への模索を

進めるとともに、市内事業者も含めて業種を絞らず、対象地区・業種ともに幅広く情報発

信を図っていく方向性を確立した。 

成果３ 情報発信チラシを作成し、商工会議所との情報共有を図り、市内事業者へ広く配布 
► 今後継続して情報発信していくため、土地活用を PR するチラシを作成し、商工会議所の協

力を得て市内事業者（商工会会員）に広く情報発信を実施した。 

► 商工会議所へのヒアリングを通じて、跡地利活用の取組について理解を得られ、対象土地

周辺の賑わい創出を目指して協力していく方向性を見出せた。 

６．今後の方向性 

幅広い情報発信による利用者募集と、立地特性とニーズに沿った土地利用の方針による取組の継続 
A. 情報発信チラシの各所への設置や配布等、効果的な活用方法の検討・実施。 

B. 近隣事業者や市内関係機関等への情報発信・ヒアリングによるニーズ掘り起こし。 

C. サイクリング・トレイル関連の土地活用の可能性検討のため、他自治体関連施設や事業者等

への視察やヒアリング実施等によるニーズ掘り起こし。 

D. 別地区の防災集団移転跡地や災害危険区域内の市有地についても利用者募集を検討。 

中長期スケジュール・フロー図等 

 

７．取組主体・関係者の声 
これまでの状況や今回の取り組みにおける工夫や苦労など 
 ニーズ調査とヒアリングを通して、改めて土地活用の難しさを

感じました。一方で、市の考えや思いと民間事業者のニーズの

違いを知ることができたので、取組の方向転換をし、別の視点

で検討することになったのは良かったと思います。 
ハンズオン支援事業で今回取り組んだ感想など 
 ニーズ調査や関係者へのヒアリング等を実施したことで、現状

や課題、目指すべき方向性が明確になりました。次年度以降の

取組にもつなげていきたいと思います。 
  

左から 

企画政策課 西村主査、鈴木課長補佐 

都市整備課 渡部主任主査、伊藤主査 


